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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．純資産額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託が所有する当社株式が「自己株式」として計上さ

れております。一方、１株当たり四半期(当期)純利益金額、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益

金額及び自己資本比率については、上記の当社株式を自己株式とみなしておりません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容に重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社に異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期 

第３四半期 
連結累計期間

第39期 
第３四半期 
連結累計期間

第38期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 769,737 819,226 1,087,128 

経常利益 (百万円) 55,688 56,378 84,239 

四半期(当期)純利益 (百万円) 31,511 34,351 47,103 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 29,156 35,925 46,407 

純資産額 (百万円) 134,071 165,838 152,009 

総資産額 (百万円) 502,461 545,105 569,079 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 398.10 431.17 594.53 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 397.16 430.96 593.27 

自己資本比率 (％) 26.40 31.35 27.82 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 9,982 7,731 77,845 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,511 △6,280 △11,372 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △26,414 △33,422 △29,491 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 159,965 189,169 221,093 

回次
第38期 

第３四半期 
連結会計期間

第39期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 85.13 134.31 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

本項に記載した見通し、予想、方針等の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社

グループが判断したものであり、不確実性を内在しており、実際の結果と大きく異なる可能性もありますのでご留意

下さい。 

（1） 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における国内経済は、震災からの復興需要等により緩やかな回復基調となりました。

平成24年12月には、新政権発足を契機とした円安・株高に加え、強力な金融緩和策や補正予算などの政策発動によ

る景気改善へ期待が高まりました。 

住宅業界は、４～12月の住宅着工戸数が前年同四半期連結累計期間比6.5%増加となりました。当社グループが主

力とする賃貸住宅分野においては、４～12月の貸家着工戸数が前年同四半期連結累計期間比13.1%増加となりまし

た。相続税・所得税など富裕層増税が現実味を帯びつつある中、土地所有者の資産継承や税務対策において最も有

効な解決策の一つである賃貸住宅経営が注目され、リーマンショック以降一時的な低水準であった賃貸住宅の建設

需要は回復に向かっています。また、築年数の経過した古い賃貸住宅から新しい良質な賃貸住宅への建て替わり

は、震災以降の耐震性・耐久性への意識の高まりもあり、今後堅調に進んでいくものと見込まれます。 

  

（当第３四半期連結累計期間の概況） 

当社グループの連結業績は、売上高につきましては、8,192億26百万円（前年同四半期連結累計期間比6.4%

増）、利益面では、営業利益541億79百万円（前年同四半期連結累計期間比0.1%増）、経常利益563億78百万円（前

年同四半期連結累計期間比1.2%増）、四半期純利益は343億51百万円（前年同四半期連結累計期間比9.0%増）となり

ました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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受 注 工 事 高 

(単位：百万円) 

 
（注）「その他」には、仮設住宅の受注工事高（前第３四半期連結累計期間27億67百万円、当第３四半期連結累計期間１億28百万

円）が含まれております。 

完 成 工 事 高 
(単位：百万円) 

 
（注）「その他」には、仮設住宅の完成工事高（前第３四半期連結累計期間27億67百万円、当第３四半期連結累計期間１億28百万

円）が含まれております。 

受 注 工 事 残 高 
(単位：百万円) 

 
  

 

前第３四半期 
連結累計期間

当第３四半期 
連結累計期間 （前期増減率）

金  額 構成比 金  額 構成比

建設事業      

  居住用 417,068 98.1% 468,546 99.1% 12.3%

  賃貸住宅 414,576 97.5% 465,069 98.4% 12.2%

  戸建住宅 2,491 0.6% 3,477 0.7% 39.6%

  事業用 814 0.2% 1,244 0.3% 52.8%

  その他（注） 7,122 1.7% 2,849 0.6% △60.0%
    

小  計 425,005 100.0% 472,640 100.0% 11.2%

不動産事業      

  営繕工事高 22,032 － 22,224 － 0.9%
  

合  計 447,037 － 494,865 － 10.7%

 

前第３四半期 
連結累計期間

当第３四半期 
連結累計期間 （前期増減率）

金  額 構成比 金  額 構成比

建設事業      

  居住用 305,668 98.1% 324,860 98.9% 6.3%

  賃貸住宅 304,173 97.6% 322,815 98.3% 6.1%

  戸建住宅 1,495 0.5% 2,045 0.6% 36.8%

  事業用 760 0.2% 527 0.2% △30.6%

  その他（注） 5,410 1.7% 3,052 0.9% △43.6%
      

小  計 311,839 100.0% 328,441 100.0% 5.3%

不動産事業      

  営繕工事高 22,742 － 23,045 － 1.3%
      

合  計 334,581 － 351,486 － 5.1%

 

前第３四半期 
連結会計期間末

当第３四半期 
連結会計期間末 （前期増減率）

金  額 構成比 金  額 構成比

建設事業      

  居住用 586,201 99.1% 730,241 99.2% 24.6%

  賃貸住宅 582,726 98.5% 725,516 98.6% 24.5%

  戸建住宅 3,475 0.6% 4,724 0.6% 36.0%

  事業用 1,834 0.3% 2,746 0.4% 49.7%

  その他 3,687 0.6% 2,782 0.4% △24.6%
      

小  計 591,723 100.0% 735,769 100.0% 24.3%

不動産事業      

  営繕工事高 4,256 － 4,188 － △1.6%
      

合  計 595,979 － 739,958 － 24.2%
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セグメントごとの業績の状況は、以下のとおりです。 

  

①  建設事業 

完成工事高につきましては、昨年来からの好調な受注工事高を背景に、前年同四半期連結累計期間比5.3%増の

3,284億41百万円となりました。なお、完成工事総利益率につきましては、前年同四半期連結累計期間比2.2ポイ

ント低下の35.1%となりました。 

②  不動産事業 

不動産事業売上高につきましては、一括借上物件の増加に伴い、借上会社である大東建物管理株式会社の家賃

収入が増加したことなどから、前年同四半期連結累計期間比6.9%増の4,679億60百万円となりました。 

単体での入居者斡旋件数は前年同四半期連結累計期間比0.9%増の143,601件となりました。居住用入居率(12

月)は前年同月比0.1ポイント減少の95.8%、事業用入居率(12月)は前年同月比1.6ポイント上昇の95.4%となりまし

た。 

③  金融事業 

金融事業の売上高につきましては、前年同四半期連結累計期間比0.7%増の28億75百万円となりました。 

④  その他 

その他の売上高につきましては、経済産業省の高度保安システム認定事業者である株式会社ガスパルのＬＰガ

ス供給戸数の増加や、高齢者のためのデイサービスを提供するケアパートナー株式会社の施設利用者数の増加な

どにより、前年同四半期連結累計期間比14.5%増の199億49百万円となりました。 

  

受注工事高につきましては、前年同四半期連結累計期間比10.7%増の4,948億65百万円となりました。また、当

第３四半期連結会計期間末における受注工事残高は、前年同四半期連結会計期間末比24.2%増の7,399億58百万円

となりました。 

  

（2） キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結累計期間において現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比319億23百万円減少し、当第３

四半期連結会計期間末の残高は1,891億69百万円となりました。当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、77億31百万円の獲得（前年同四半期連結累計期間は99億82百万円の獲

得）となりました。主な獲得要因は、税金等調整前四半期純利益の計上562億89百万円（前年同四半期連結累計期間

は税金等調整前四半期純利益575億89百万円）、未成工事受入金の増加額91億16百万円、一括借上修繕引当金の増加

額80億23百万円及び営業貸付金の減少額73億48百万円です。一方、主な使用要因は、法人税等の支払額396億円、仕

入債務の減少額122億32百万円、賞与引当金の減少額100億61百万円、売上債権の増加額39億89百万円、未成工事支

出金の増加額37億40百万円及び前払費用の増加額23億70百万円です。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、62億80百万円の使用（前年同四半期連結累計期間は75億11百万円の使

用）となりました。主な使用要因は、有価証券及び投資有価証券の取得による支出71億円及び有形固定資産の取得

による支出19億90百万円です。一方、主な獲得要因は、有価証券の償還による収入46億35百万円です。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、334億22百万円の使用（前年同四半期連結累計期間は264億14百万円の使

用）となりました。これは主に配当金の支払245億19百万円、長期借入金の返済による支出110億69百万円があった

ことによるものです。 

  

（3） 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は７億54百万円です。なお、当第３四半

期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

      該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 329,541,100 

計 329,541,100 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 80,610,279 80,610,279 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数100株

計 80,610,279 80,610,279 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年10月１日～ 
  平成24年12月31日 

― 80,610,279 ― 29,060 ― 34,540 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができません。したがって、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

 
（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式です。 

２．「完全議決権株式（自己株式等）」欄には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託が所有する当社株

式は、上記自己保有株式に含まれておりません。 

３．「完全議決権株式（その他）」株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,300株が含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

 
（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託が所有する当社株式は、上記自己保有株式に含まれておりません。 

  

      該当事項はありません。 
  

   平成24年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
893,900 

（自己保有株式）
普通株式 ― ―

完全議決権株式(その他) 
79,484,800 

普通株式
794,848 ―

単元未満株式 
231,579 

普通株式
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 80,610,279 ― ―

総株主の議決権 ― 794,848 ―

  平成24年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
大東建託株式会社 

港区港南二丁目16-１ 893,900 ― 893,900 1.10 

計 ― 893,900 ― 893,900 1.10 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 221,093 189,169

受取手形・完成工事未収入金等 38,532 42,525

有価証券 5,069 5,134

未成工事支出金 7,195 10,935

その他のたな卸資産 6,801 7,184

前払費用 47,107 49,905

繰延税金資産 14,639 9,180

営業貸付金 49,687 42,338

その他 7,936 8,489

貸倒引当金 △296 △326

流動資産合計 397,766 364,536

固定資産   

有形固定資産 79,852 80,374

無形固定資産 412 1,040

投資その他の資産   

投資有価証券 17,532 23,305

劣後債 ※1  10,902 ※1  10,859

その他 65,525 67,863

貸倒引当金 ※1  △2,911 ※1  △2,876

投資その他の資産合計 91,049 99,153

固定資産合計 171,313 180,568

資産合計 569,079 545,105
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 42,206 29,976

短期借入金 300 300

1年内返済予定の長期借入金 14,758 14,758

未払法人税等 27,752 7,294

未成工事受入金 31,069 40,185

前受金 28,628 27,885

賞与引当金 15,393 5,331

預り金 6,621 7,050

その他 34,440 32,312

流動負債合計 201,170 165,096

固定負債   

長期借入金 109,498 98,429

退職給付引当金 9,381 8,969

一括借上修繕引当金 25,946 33,969

長期預り保証金 65,741 66,690

その他 5,330 6,111

固定負債合計 215,899 214,170

負債合計 417,070 379,267

純資産の部   

株主資本   

資本金 29,060 29,060

資本剰余金 34,540 34,540

利益剰余金 113,761 123,497

自己株式 △13,873 △11,272

株主資本合計 163,489 175,826

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 713 2,166

土地再評価差額金 △5,003 △5,003

為替換算調整勘定 △8,762 △8,565

その他の包括利益累計額合計 △13,052 △11,402

新株予約権 70 66

少数株主持分 1,501 1,347

純資産合計 152,009 165,838

負債純資産合計 569,079 545,105
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高   

完成工事高 311,839 328,441

不動産事業売上高 437,614 467,960

その他の事業売上高 20,283 22,825

売上高合計 769,737 819,226

売上原価   

完成工事原価 195,447 213,161

不動産事業売上原価 415,680 441,619

その他の事業売上原価 13,568 15,334

売上原価合計 624,696 670,116

売上総利益   

完成工事総利益 116,392 115,279

不動産事業総利益 21,933 26,340

その他の事業総利益 6,715 7,490

売上総利益合計 145,040 149,110

販売費及び一般管理費 90,901 94,931

営業利益 54,139 54,179

営業外収益   

受取利息 361 546

受取配当金 145 141

受取手数料 1,807 1,930

雑収入 767 939

営業外収益合計 3,082 3,559

営業外費用   

支払利息 996 912

投資有価証券評価損 43 5

貸倒引当金繰入額 95 89

雑支出 397 353

営業外費用合計 1,533 1,360

経常利益 55,688 56,378
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 0 0

災害損失引当金戻入額 1,708 －

主要株主株式短期売買利益返還益 542 －

新株予約権戻入益 － 1

特別利益合計 2,250 1

特別損失   

固定資産除売却損 57 89

投資有価証券評価損 210 －

持分変動損失 82 －

特別損失合計 350 89

税金等調整前四半期純利益 57,589 56,289

法人税、住民税及び事業税 20,011 19,098

法人税等調整額 6,088 2,915

法人税等合計 26,100 22,014

少数株主損益調整前四半期純利益 31,488 34,275

少数株主損失（△） △22 △75

四半期純利益 31,511 34,351
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 31,488 34,275

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △781 1,453

繰延ヘッジ損益 181 －

土地再評価差額金 △393 －

為替換算調整勘定 △1,338 196

その他の包括利益合計 △2,332 1,649

四半期包括利益 29,156 35,925

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 29,179 36,001

少数株主に係る四半期包括利益 △22 △75

― 13 ―



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 57,589 56,289

減価償却費 2,326 2,300

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,880 △10,061

退職給付引当金の増減額（△は減少） 99 △412

一括借上修繕引当金の増減額（△は減少） 6,550 8,023

受取利息及び受取配当金 △506 △688

支払利息 996 912

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 254 △178

売上債権の増減額（△は増加） 5,426 △3,989

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,964 △3,740

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △4,831 △381

前払費用の増減額（△は増加） △4,945 △2,370

営業貸付金の増減額（△は増加） 12,713 7,348

仕入債務の増減額（△は減少） △8,641 △12,232

未成工事受入金の増減額（△は減少） 11,162 9,116

前受金の増減額（△は減少） △14,578 △742

長期預り保証金の増減額（△は減少） 2,055 948

その他 △5,378 △2,565

小計 47,444 47,569

利息及び配当金の受取額 550 669

利息の支払額 △990 △906

法人税等の支払額 △37,021 △39,600

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,982 7,731

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △656 －

定期預金の払戻による収入 256 －

有価証券の取得による支出 △2,006 △1,500

有価証券の償還による収入 600 4,635

有形固定資産の取得による支出 △2,533 △1,990

投資有価証券の取得による支出 △2,125 △5,600

その他 △1,045 △1,824

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,511 △6,280

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300 －

長期借入れによる収入 11,000 －

長期借入金の返済による支出 △10,052 △11,069

自己株式の処分による収入 3,182 2,516

自己株式の取得による支出 △9,020 △22

配当金の支払額 △22,072 △24,519

少数株主からの払込みによる収入 436 －

少数株主への配当金の支払額 － △78

その他 △188 △248

財務活動によるキャッシュ・フロー △26,414 △33,422

現金及び現金同等物に係る換算差額 △904 47

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △24,848 △31,923

現金及び現金同等物の期首残高 184,814 221,093

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  159,965 ※  189,169
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

(連結の範囲の重要な変更) 

第２四半期連結会計期間より、新たに設立した大東ビジネスセンター株式会社を連結の範囲に含めております。 

  

【追加情報】 

(従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託における会計処理方法) 

  当社は、従業員の福利厚生制度の拡充を図るとともに当社の業績や株価への意識を高め企業価値向上を図るこ

と並びに株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」及

び「株式給付信託」を設定しております。 

  これらの信託に関する会計処理については、経済的実態を重視し、当社とこれらの信託は一体であるとする会

計処理を行っております。このため、これらの信託が所有する当社株式は、四半期連結貸借対照表において株主

資本の控除科目の「自己株式」として表示しております。 

  なお、これらの信託が所有する当社株式は、会社法上の自己株式に該当せず、議決権や配当請求権など通常の

株式と同様の権利を有しております。また、会社法第461条第２項の分配可能額の計算に際して、会社法上の自己

株式は控除されますが、これらの信託が所有する当社株式は控除されません。 

  平成24年12月31日現在において従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式数は485,400株（四半期連結貸借対

照表計上額3,472百万円）、株式給付信託が所有する当社株式数は415,305株（四半期連結貸借対照表計上額2,979

百万円）であります。 

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１．劣後債及び貸倒引当金 

  当社は賃貸用共同住宅の建築を注文される顧客のために、金融機関等と連携して、金融機関等が設立した特別

目的会社（ＳＰＣ）を利用する証券化を前提としたアパートローンを斡旋しております。 

  顧客が当該アパートローンを利用する場合には、当社は当該金融機関等との協定により、当該ＳＰＣの発行す

る劣後債を購入することとなっており、当該劣後債の購入及び貸倒引当金の状況等は、次のとおりです。 

 
  劣後債の保有割合は、当初社債発行総額に対する当社の劣後債残高の割合です。 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

劣後債 10,902百万円 10,859百万円 

貸倒引当金 △1,474百万円 △1,226百万円 

劣後債の保有割合 6.30% 6.30% 

償還期限 2034年11月～2040年３月 2034年11月～2040年３月 

ＳＰＣ（８社）の貸付債権残高 103,220百万円 90,325百万円 

ＳＰＣ（８社）の社債残高 109,827百万円 99,366百万円 
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２．保証債務 

  顧客（施主）の金融機関からの借入に対し、連帯保証を行っております。 

 
  

  連結子会社である株式会社ジューシィ情報センターは、賃借人と『保証委託契約』を締結し、同時に賃貸人と

『賃貸保証契約』を締結して契約上家賃の48ヶ月分相当額を上限として家賃保証をしております。 

  『賃貸保証契約』では賃借人が家賃を３ヶ月分以上支払遅延した場合、賃貸人は賃借人との賃貸借契約を解除

する契約になっているため、支払遅延時から契約解除時までの家賃３ヶ月分相当額を保証債務として記載してお

ります。 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりです。 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

花巻信用金庫 76百万円 74百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

上記『賃貸保証契約』に基づく 
保証債務額 

324百万円 278百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

現金預金勘定 160,565百万円 189,169百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△600百万円 －百万円 

現金及び現金同等物 159,965百万円 189,169百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 10,335 131 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

平成23年10月28日 
取締役会 

普通株式 11,737 148 平成23年９月30日 平成23年11月18日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 11,844 149 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

平成24年10月26日 
取締役会 

普通株式 12,674 159 平成24年９月30日 平成24年11月19日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＬＰガス供給事業、高齢者介護

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△4,212百万円には、セグメント間取引消去404百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△4,616百万円が含まれております。全社費用は主に親会社本社の総務部等管理部門に係

る費用であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 
(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＬＰガス供給事業、高齢者介護

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△4,083百万円には、セグメント間取引消去386百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△4,469百万円が含まれております。全社費用は主に親会社本社の総務部等管理部門に係

る費用であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

     (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３建設事業 不動産事業 金融事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 311,839 437,614 2,856 752,310 17,427 769,737 ― 769,737 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

23 610 9 643 3,544 4,188 △4,188 ― 

計 311,862 438,224 2,866 752,953 20,972 773,926 △4,188 769,737 

セグメント利益 53,475 1,100 1,190 55,766 2,585 58,351 △4,212 54,139 

     (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３建設事業 不動産事業 金融事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 328,441 467,960 2,875 799,276 19,949 819,226 ― 819,226 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

10 753 0 764 3,467 4,231 △4,231 ― 

計 328,451 468,713 2,875 800,041 23,417 823,458 △4,231 819,226 

セグメント利益 49,292 4,814 1,208 55,315 2,946 58,262 △4,083 54,179 

― 18 ―



  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 当第３四半期連結累計期間の「普通株式の期中平均株式数」の算出に当たって、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株

式給付信託が所有する当社株式数は、自己保有株式ではないため、自己株式数に含めておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりです。 

 
  

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 398円 10銭 431円 17銭 

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(百万円) 31,511 34,351 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 31,511 34,351 

    普通株式の期中平均株式数(株) 79,154,898 79,670,010 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 397円 16銭 430円 96銭 

   (算定上の基礎)   

    四半期純利益調整額(百万円) － － 

    普通株式増加数(株) 186,446 39,237 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

２ 【その他】

１．決議年月日 平成24年10月26日

２．中間配当金総額 12,674百万円

３．１株当たりの額 159円00銭

４．中間配当支払開始日 平成24年11月19日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年２月８日

大東建託株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大
東建託株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東建託株式会社及び連結子会社の平成24
年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人  トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    川上  豊      印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士    菊地  徹      印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年２月８日 

【会社名】 大東建託株式会社 

【英訳名】 DAITO TRUST CONSTRUCTION CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役 社長執行役員 三鍋 伊佐雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役執行役員経営管理統括部長 西村 智之 

【本店の所在の場所】 東京都港区港南二丁目16番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 株式会社名古屋証券取引所 

  （名古屋市中区栄三丁目８番20号） 



当社代表取締役社長執行役員三鍋伊佐雄及び当社最高財務責任者取締役執行役員経営管理統括部長西村智之は、当

社の第39期第３四半期(自平成24年10月１日 至平成24年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に

基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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